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第１ 趣旨

こ の要綱は、 広島県公安委員会（ 以下「 公安委員会」 と いう 。 ） 及び広島県警察に対

する開示請求（ 広島県情報公開条例（ 平成 年広島県条例第５号。以下「 条例」 と いう 。）13
に基づく 行政文書の開示請求をいう 。 以下同じ 。 ） に関する事務等の取扱いについて必

要な事項を定めるものと する。

第２ 用語の定義

こ の要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、 それぞれ当該各号に定めると こ ろ

による。

文書等 文書、 図画、 写真及び電磁的記録（ 電子的方式、 磁気的方式その他人の

知覚によっ ては認識するこ と ができない方式で作ら れた記録をいう 。 以下同じ 。 ）

をいう 。

公安委員会保有文書等 公安委員会の委員長若し く は委員又は公安委員会の事務

を補助する職員が職務上作成し、 又は取得した文書等であっ て、 こ れら の者が組織

的に用いるものと し て広島県公安委員会の文書等の管理に関する規程（ 平成 年広14
島県公安委員会規程第１号。 以下「 公安委員会文書等規程」 と いう 。 ） 第５ 条第１

項の規定により 公安委員会が保有するものをいう 。

課等 広島県警察の組織に関する規則（ 昭和 年広島県公安委員会規則第２号）  37
に規定する警察本部の課、 室、 隊及び所、 市警察部の課並びに警察学校をいう 。

課等管理文書等 次に掲げる文書等（ 以下「 警察本部長保有文書等」 と いう 。 ）

のう ち、 その原本（ 原本に相当するものを含む。 以下同じ 。 ） を課等で管理してい

るものをいう 。

ア 公安委員会の委員長若し く は委員又は公安委員会の事務を補助する職員が職務

上作成し、 又は取得した文書等であっ て、 こ れら の者が組織的に用いるものと し

て公安委員会文書等規程第５条第２項の規定により 警察本部長が保有するもの

イ 広島県警察の職員が職務上作成し、 又は取得した文書等であっ て、 広島県警察

の職員が組織的に用いるものと し て警察本部長が保有するもの

警察署管理文書等 警察本部長保有文書等のう ち、 その原本を警察署で管理して

いるものをいう 。

文書等保有所属 開示請求の対象と なる行政文書（ 以下「 対象行政文書」と いう 。）

の検索及び特定並びに開示決定又は不開示決定に係る事務を行う 部署と して、 次に

掲げると こ ろにより 定まる課等、課内室（ 広島県警察の組織の細部に関する訓令（ 平

成元年広島県警察本部訓令第 号） 別表第１ の室、 隊及びセンタ ー名の欄に規定す13
る室、 隊及びセンタ ーをいう 。 以下同じ 。 ） 又は警察署をいう 。

ア 公安委員会に対する開示請求にあっ ては、 総務部総務課公安委員会補佐室（ 以

下「 公安委員会補佐室」 と いう 。 ） と する。

イ 警察本部長に対する開示請求にあっ ては、 対象行政文書を管理している課等及

び警察署（ 警察本部長が対象行政文書を保有していない場合及び対象行政文書を

複数の課等又は警察署において管理している場合にあっ ては、 対象行政文書に記

録されている情報に係る事務を取り 扱っ ている課等又は警察署）と する。ただし 、
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総務部長が別段の定めをしたと きは、 その定めると こ ろに従う 。

業務主管課 対象行政文書の開示決定又は不開示決定に係る事務を行う 部署と し

て、 当該対象行政文書に記録されている情報に係る事務をつかさ ど っ ている警察本

部の課等をいう 。

開示決定 条例第７条第１項に基づく 対象行政文書の全部又は一部を開示する旨

の決定をいう 。

不開示決定 条例第７条第２ 項に基づく 対象行政文書の全部を開示しない（ 条例

第 条の規定により 開示請求を拒否すると き、 条例第 条の規定により 条例の適用13 17
外と なると き、 開示請求に係る行政文書を保有していないと き及び形式上の不備を

理由と して開示請求を却下すると きを含む。 ） 旨の決定をいう 。

第３ 体制等

１ 情報公開窓口

情報公開事務（ 開示請求に関する事務をいう 。 以下同じ 。 ） を円滑に行う ため、

警察本部及び各警察署に情報公開窓口（ 以下「 窓口」 と いう 。 ） を置く 。

公安委員会及び警察本部長の窓口は、 それぞれ次のと おり と する。

ア 公安委員会の窓口 総務部総務課文書管理室（ 以下「 文書管理室」 と いう 。 ）

が本部庁舎１階に開設する広島県警察情報公開センタ ー（ 以下「 警察情報公開セ

ンタ ー」 と いう 。 ）

イ 警察本部長の窓口

ｱ 警察本部の窓口 警察情報公開センタ ー     ( )    
ｲ 各警察署の窓口 各警察署警務課      ( )    
窓口では、 広島県の休日を定める条例（ 平成元年広島県条例第２号） 第１ 条第１

項に規定する休日（ 以下「 休日」 と いう 。 ） 以外の日の午前８時 分から午後５時45
までの間事務を取り 扱う ものと する。

２ 窓口等で行う 事務

警察情報公開センタ ー

警察情報公開センタ ーは、 公安委員会保有文書等及び警察本部長保有文書等につ

いて、 おおむね次に掲げる事務を行う 。

ア 開示請求の相談、 案内及び受付に関するこ と 。

イ 行政文書の開示に係る手数料の徴収に関するこ と （ 納入通知書により 徴収する

場合を除く 。 ） 。

ウ 開示の実施に関するこ と 。

エ 情報公開事務についての連絡調整に関するこ と 。

オ 開示決定等（ 開示決定、不開示決定その他条例に基づいて行われる処分をいう 。

以下同じ 。 ） 及び開示決定等が相当の期間内になさ れない不作為に係る審査請求

の受付に関するこ と

カ 情報提供に関するこ と 。

各警察署の窓口

各警察署の窓口は、 警察本部長保有文書等について、 おおむね次に掲げる事務を
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行う 。

ア 開示請求の相談、 案内及び受付に関するこ と （ 受付については、 当該警察署の

警察署管理文書等に限る。 ） 。

イ 行政文書の開示に係る手数料の徴収に関するこ と （ 納入通知書により 徴収する

場合を除く 。 ） 。

ウ 開示の実施に関するこ と 。

エ 開示決定等（ 当該警察署の警察署管理文書等に係るものに限る。 ） に係る審査

請求の受付に関するこ と 。

３ 各所属で行う 事務

文書等保有所属

文書等保有所属は、 おおむね次に掲げる事務を行う 。

ア 対象行政文書の検索及び特定に関するこ と 。

イ 対象行政文書の開示決定等及びその通知に関するこ と 。

ウ 開示決定等の期限の延長及びその通知に関するこ と 。

エ 事案の移送に関するこ と 。

オ 第三者に対する意見照会に関するこ と 。

カ 開示の実施の準備及び立会等に関するこ と 。

キ 写しの交付に要する費用の徴収を納入通知書により 行う 場合における納入通知

書の作成及び送付並びに納入状況の確認等に関するこ と 。

業務主管課

業務主管課は、 前 の事務について文書等保有所属を指導すると と もに、 おおむ

ね次に掲げる事務を行う 。

ア 対象行政文書の検索、 特定及び開示決定等に関するこ と 。

イ 開示決定等の期限の延長に関するこ と 。

ウ 第三者に対する意見照会に関するこ と 。

文書管理室

文書管理室は、 おおむね次に掲げる事務を行う 。

ア 警察本部長保有文書等に関する開示請求について業務主管課及び文書等保有所

属が行う 開示決定等の協議に関するこ と 。

イ 事案の移送に係る他の実施機関と の協議に関するこ と 。

ウ その他情報公開に関する事務についての連絡及び統括に関するこ と 。

４ 責任者等の指定

情報公開事務責任者

ア 情報公開事務を円滑に行う ため、 公安委員会補佐室並びに課等及び警察署に情

報公開事務責任者を置く 。

イ 情報公開事務責任者は、 公安委員会補佐室にあっ てはその長、 課等にあっ ては

次席、 副隊長又は副校長、 警察署にあっ ては副署長又は次長の職にある者をもっ

て充てる。

ウ 公安委員会補佐室の情報公開事務責任者は、 公安委員会保有文書等に係る情報

公開事務について、 公安委員会及び文書管理室その他の部署と の連絡調整を行う
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ものと する。

課等又は警察署の情報公開事務責任者は、 警察本部長保有文書等に係る情報公

開事務について、 当該課等又は警察署の内部の連絡調整並びに他の課等又は警察

署及び文書管理室と の連絡調整を行う ものと する。

情報公開事務責任補助者

ア 情報公開事務責任者を補佐するため、 公安委員会補佐室並びに課等及び警察署

に情報公開事務責任補助者を置く 。

イ 公安委員会補佐室の情報公開事務責任補助者は、 公安委員会補佐室の職員のう

ち、 公安委員会文書等規程第６条の規定により 公安委員会が指名した者の中から

総務部総務課長が指名する。

課等及び警察署の情報公開事務責任補助者は、 当該課等及び警察署に所属する

職員の中から適性を有する者を所属長が指名する。

第４ 情報公開事務の処理

１ 相談及び案内

窓口においては、 まず、 少なく と も来訪者の求めている文書等に係る情報保有所

属（ 警察署管理文書等の場合は、 警察署担当課） 及び業務主管課の見当がつく 程度

に、 来訪者の求めている文書等の内容等を具体的に聞き取るものと する。

担当課等の見当がついたと きは、 電話照会等により 当該文書等の所在等を確認す

る。

なお、 当該文書等の所在等の確認に当たっ ては、 当該文書等に係る開示請求につ

いて存否応答拒否の不開示決定（ 条例第 条） をするこ と になる可能性があるこ と13
に常に留意して対応する。

来訪者が求める文書等及びその所在等が特定でき、 又は特定できる見通しがつい

たと きは、 来訪者に対し、 請求しよう と する行政文書の件名又は内容をできるだけ

具体的に特定すべきこ と その他開示請求書の記載方法等について説明を行う ものと

する。 ただし 、 次 から までのいずれかの場合に当たると 判明したと き及び来( 5) ( 9)
訪者が求める文書等が明ら かに実在しないものであると 判明したと きは、 こ の限り

ではない。

来訪者が開示請求をしよう と する目的によっ ては、 担当者の説明等により 用が足

り るこ と もあるので、 窓口においては積極的に業務主管課又は警察署担当課（ 以下

「 担当課等」 と いう 。 ） の担当者の同席を求めるものと する。

来訪者が求める文書等が行政資料等で公表を目的と して作成さ れ、 又は取得さ れ

たものである場合は、 情報提供で対応する。

来訪者が求める文書等について、 他の制度によっ て閲覧、 縦覧又は写しの交付等

の手続が定めら れている場合は、 その旨を来訪者に説明した上、 担当課等を案内す

る。

県警察において歴史的若し く は文化的な資料又は学術研究用の資料と して特別な

管理がされているものの開示を請求しよう と する来訪者に対しては、 当該文書等が

条例に定める行政文書に当たら ず、開示請求できない旨（ 条例第２条第２項第２号）
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を説明する。

警察情報公開センタ ーの閲覧コ ーナー及び広島県行政情報コーナーにおいて県民

の利用に供するこ と を目的と して管理している行政文書の開示を請求しよう と する

来訪者に対しては、 当該行政文書については条例が適用さ れず、 開示請求できない

旨（ 条例第 条第４項） を説明する。17  
個人情報に係る本人から の開示請求については、 個人情報の保護に関する法律

（ 平成 年法律第 号。 以下「 法」 と いう 。 ） の規定により 、 自己情報開示請求が15 57
できるこ と から 、 こ れに該当する場合は、 法による自己情報開示請求の手続を説明

するこ と 。

警察署の窓口は、 前 ただし書に当たら ない場合であっ ても、 来訪者が求める行

政文書が当該警察署で管理している警察署管理文書等でないと きは、 次のよう に案

内する。こ の場合、来訪者が開示請求を行う ために必要な情報の提供に努めるこ と 。

ア 来訪者が求める行政文書が公安委員会保有文書等又は課等管理文書等であると

きは、 警察情報公開センタ ーで開示するよう 案内する。

イ 来訪者が求める行政文書が他の警察署で管理さ れている警察署管理文書等であ

ると きは、 警察情報公開センタ ー又は当該他の警察署の窓口で開示請求するよう

案内する。

警察署の窓口は、 開示請求を行いたい旨の相談を受けたと きは、 求める行政文書

が当該警察署で管理さ れている警察署管理文書等であるか否かに関わら ず、 文書管

理室に即報するこ と 。

２ 開示請求書の受付等

開示請求書の様式

開示請求書の様式は、広島県情報公開条例施行規則（ 平成 年広島県規則第 号。13 17
以下「 規則」 と いう 。 ） 別記様式第１号のと おり であるが、 こ の様式によら ない開

示請求書も、 必要な事項が過不足なく 記載さ れていると きは、 こ れを受け付けるも

のと する。

開示請求の方法

ア 開示請求は、開示請求書を窓口に提出するこ と により 行う こ と を原則と するが、

開示請求書を郵送によっ て提出し 、 若し く はフ ァ ク シミ リ 装置を用いて警察情報

公開センタ ーに送信するこ と により 、 又は広島県・ 市町共同利用型電子申請サー

ビ ス（ 以下「 電子申請システム」 と いう 。 ） を利用して行う こ と もできる。

なお、 開示請求者が自ら開示請求書を作成するこ と が困難である場合にあっ て

は、 職員が内容を聞き取っ て代筆し、 開示請求者に記載内容に誤り がないか確認

して、 開示請求を受け付けるものと する。

イ 開示請求書は、 原則と して、 対象行政文書１件につき１ 通と する。 ただし 、 開

示請求に係る２ 件以上の行政文書の業務主管課が同一であり 、 かつ同一の課等又

は警察署が管理していると 見込まれる場合は、 こ の限り でない。

なお、 業務主管課若し く は管理している課等又は警察署を異にすると 見込まれ

る２件以上の行政文書について１ 通の開示請求書で開示請求がなさ れた場合には、

窓口において、 当該開示請求書を必要通数複写して対応するものと する。 一群の
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行政文書と して開示請求されたものが、 ２ 以上の課等又は警察署が管理している

行政文書によっ て構成さ れるこ と になると 見込まれる場合も、 同様と する。

開示請求書の確認事項

開示請求書を受け付ける際の主要な確認事項は、 次のと おり である。

ア 条例の適用対象と なる行政文書に係る開示請求であるかどう か。

イ 請求先が正しいかどう か。

ウ 請求する行政文書の特定が十分であるかど う か。

エ 開示請求者の表示に不備がないかど う か。

オ その他開示請求書の記載に不備がないかど う か。

確認に当たっ ての留意事項

ア 条例の適用対象と なる行政文書に係る開示請求であるか。

開示請求の対象と さ れている文書等が次のいずれかに該当しないかどう か確認

し 、 こ れら に該当すると 見込まれると きは、 当該開示請求が不適法なものと し て

却下さ れると 見込まれる旨を開示請求者に説明するものと する。

なお、 次 ｲ の場合において当該文書等を保有しているものが分かると き及び( )
ｳ の場合において当該文書等の開示に係る他の制度の概要が分かると きは、こ れ( )
ら の事項について教示するなど、 適切な情報提供に努めるこ と 。

ｱ 条例第２条第２項各号のいずれかに該当する文書等( )   
ｲ 広島県の実施機関が保有しておら ず、 又は全く 実在しないこ と が明ら かであ( )  
る種類の文書等

ｳ 他の法令等の規定に基づき開示請求者が求めている方法と 同一の方法で開示( )  
するこ と と さ れている行政文書（ 条例第 条第１項） 又は警察情報公開センタ17
ーの閲覧コ ーナー若し く は広島県行政情報コ ーナーにおいて県民の利用に供す

るこ と を目的と して管理さ れている行政文書（ 条例第 条第４項）17  
イ 請求先が正しいかどう か

開示請求は、 請求する行政文書を保有していると 見込まれる実施機関に対して

行われるべきものであるので、 公安委員会に対する開示請求にあっ ては、 請求す

る行政文書が公安委員会保有文書等であるかを、 警察本部長に対する開示請求に

あっ ては、 請求する行政文書が警察本部長保有文書等であるかを確認する。

請求先が正し く ない場合は、 次のと おり 処理するものと する。

ｱ 公安委員会及び警察本部長以外の実施機関に対して開示請求すべきものであ( )  
るこ と （ 請求する行政文書が、 当該他の実施機関が保有すべき種類のものであ

るこ と ）が明ら かである場合は、開示請求書を開示請求者に返戻すると と もに、

当該他の実施機関を教示する。

ｲ 公安委員会に対して開示請求すべきもの（ 請求する行政文書が、 公安委員会( )  
保有文書等である場合） が警察本部長に対して開示請求された場合は、 開示請

求者に説明した上、 請求先を公安委員会と するよう 補正を求める。

ｳ 警察本部長に対して開示請求すべきもの（ 請求する行政文書が、 警察本部長( )  
保有文書等である場合） が公安委員会に対して開示請求された場合は、 開示請

求者に説明した上、 請求先を警察本部長と するよう 補正を求める。
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ウ 請求する行政文書の特定が十分であるかど う か

請求する行政文書の件名又は内容の表示が、 該当する行政文書を特定するこ と

ができるものであるかを確認する（ 条例第６条第１ 項第２号） 。

可能な限り 、 請求する行政文書の件名が記載さ れているこ と が望ましいが、 行

政文書を特定するこ と ができるものである限り 、 請求する行政文書の内容を示す

ものでも差し支えない。

記載が曖昧である等の理由によっ て行政文書の特定ができない場合には、 開示

請求者に補正を求めるこ と と するが、 開示請求者がその場におり 、 又は電話等に

よっ て容易に連絡がと れると きは、 当該開示請求者が知り たい情報又は開示請求

の趣旨について開示請求者から十分聴取すると と もに、 必要に応じて担当課等の

情報公開事務責任者等と 連絡を取るなどし て、 行政文書を特定する上で有用な情

報の提供に努めるこ と 。

エ 開示請求者の表示に不備がないかど う か

開示請求者の氏名及び住所又は居所（ 法人その他の団体にあっ ては、 名称及び

代表者の氏名及び主たる事務所等の所在地） の記載内容に間違いがないかど う か

を確認する。

また、 住所、 氏名等のほか、 郵便番号及び電話番号についても、 以後の通知、

連絡等に際して必要と さ れるので記載するよう 依頼する。

こ の場合、 本人等の確認に必要な書類等の提出は求めないものと する。

なお、 代理人による開示請求も認めるこ と と するが、 こ の場合は、 委任状等の

提出を求めて代理関係を確認するこ と 。

オ その他

対象行政文書が著し く 大量で、 処理に長期間を要するこ と が想定さ れるよう な

ものでないか確認する。

対象行政文書が著し く 大量で、 処理に長期間を要するこ と が想定さ れるよう な

場合には、 開示請求者に対し 、 事務遂行上の支障等の事情を説明し 、 できるだけ

分割請求や抽出請求によるよう 協力を要請するものと する。

開示請求書の受付

ア 窓口等における受付

開示請求書は、 原則と して窓口において受け付けるものと し 、 条例第６条にお

いて開示請求書を提出するこ と を定めているので、 電話又は口頭による開示請求

（ 開示請求し よ う と する者が自ら 開示請求書を作成するこ と が困難である場合

（ 前２ の 参照） を除く 。 ） 及び電子メ ールによる開示請求は認めない。( 2)  
なお、 電子申請システムにより 開示請求があっ た場合は、 警察情報公開センタ

ーにおいて用紙に出力するものと し 、 その後は、 おおむね窓口において受け付け

た開示請求書と 同様に取り 扱う ものと する。

開示請求書の受付は、 開示請求書に記載さ れた事項を確認し 、 警察情報公開セ

ンタ ーで受け付けた場合は、別記様式第１ 号の受付印（ 以下「 受付印」 と いう 。 ）

を、 警察署の窓口で受け付けた場合は、 広島県警察における文書等の取扱いに関

する訓令（ 平成 年広島県警察本部訓令第４号）別記様式第５号の文書収受印（ 以14
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下「 文書収受印」 と いう 。 ） を押印する。

なお、 各窓口で受け付けた開示請求書は、 警察情報公開センタ ーにおいて電子

文書（ 書面をＰ ＤＦ フ ァ イル等の電磁的記録（ 電子的方式、 磁気的方式その他人

の知覚によっ ては認識するこ と ができない方式で作られる記録であっ て、 電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう 。 ） と し て記録したものをいう 。

以下同じ 。 ） と し て保存するものと する。

イ 開示請求書の補正

窓口に提出さ れた開示請求書で、 その記載に不備がある場合（ 記載が判読困難

又は意味不明である場合を含む。 ） や行政文書の特定ができない場合には、 その

場で又は相当な期間を定めて補正を求める。

郵送、 フ ァ ク シミ リ 又は電子申請システムによる開示請求の場合には、 業務主

管課又は文書等保有所属において開示請求者と 連絡をと り 、 相当の期間を定めて

開示請求者に補正を求めるものと する。

なお、 補正を求める際には、 開示請求者に対して補正に必要な情報の提供に努

めるこ と 。

また、明ら かな誤字・ 脱字、旧名称使用等の軽微な不備がある場合については、

窓口又は主管課等において職権で補正する。

ウ 開示請求書の写しの交付

開示請求者から開示請求を受け付けたこ と を証する書面を求めら れた場合は、

当該開示請求書に受付印又は文書収受印を押印したものを複写し 、 その写しを開

示請求者に交付するものと する。

受付処理簿への記載等

警察署の窓口には、 別記様式第２ 号の行政文書開示請求受付処理簿（ 以下「 開示

請求受付処理簿」 と いう 。 ） を備え置き、 開示請求を受け付けたと きは、 必要事項

を記載して、 常に処理経過等が把握できるよ う にしておく ものと する。

なお、 開示請求受付処理簿に記載する整理番号は、 当該開示請求を受け付けた窓

口における年度ごと の一連番号を付するものと する。

受付後の開示請求書の取扱い

受け付けた開示請求書は、 次のと おり 取り 扱う ものと する。

ア 開示請求書の職員記載欄に次に掲げる事項その他必要な事項を記載する。

イ 警察情報公開センタ ーで開示請求書を受け付けた場合は、前アの記載をした後、

直ちに開示請求書の電子文書を文書等保有所属及び業務主管課に送付し、 文書管

理室において当該開示請求書の原本を保管する。

なお、 一群の行政文書と して２ 以上の課等又は警察署が管理する文書等の総体

について開示請求が行われた場合は、 当該一群の行政文書の部分ごと に当該部分

を管理する課等又は警察署を文書等保有所属と して定め、 開示請求書の写しを各

文書等保有所属及び業務主管課へそれぞれ送付する。

ウ 警察署の窓口（ 警察署の警務課） で開示請求書（ 当該警察署で管理する行政文

書に係るものに限る。 ） を受け付けたと きは、 前アの記載をした後、 開示請求書

の写しを当該警察署の担当課に交付すると と もに、 文書管理室へ送付し、 文書管
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理室は、 業務主管課へ当該写しを送付する。

なお、 開示請求書の原本は、 当該窓口において保管する。

エ 警察署の窓口に当該警察署で管理している警察署管理文書等以外の行政文書に

係る開示請求書が郵送された場合、 当該警察署は、 速やかに文書管理室に連絡を

行い、 必要な指示を受けるものと する。

なお、 こ の場合において直ちに文書管理室から別段の指示がないと きは、 次の

よう にする。

ｱ 請求する行政文書が公安委員会保有文書等又は課等管理文書等であると きは、( )  
文書管理室に、 他の警察署で管理する警察署管理文書等であると きは、 当該他

の警察署の警務課に開示請求書を送付する。

ｲ 開示請求書の写しを当該警察署の警務課で保管する。( )   
ｳ 開示請求者に対し 、 開示請求書を転送した旨の通知を行う 。( )   

オ 警察署から公安委員会保有文書等又は課等管理文書等に係る開示請求書の送付

を受けた文書管理室は、 当該開示請求書の写しを文書等保有所属に交付するもの

と する。

警察情報公開センタ ー又は他の警察署から当該警察署で管理する警察署管理文

書等に係る開示請求書の送付を受けた警察署の警務課は、 当該開示請求書の写し

を警察署の担当課に交付するものと する。

３ 請求事項の確認等

窓口から開示請求書の写しを送付さ れた文書等保有所属は、 開示請求書に記載さ れ

た事項を確認すると と もに、 速やかに対象行政文書を特定するものと する。 こ の場合

において、 開示請求書の記載に不備がある場合（ 記載が判読困難又は意味不明である

場合を含む。 ） や行政文書の特定ができない場合には、 相当な期間を定めて補正を求

めるものと する。

４ 業務主管課の調整

一件の対象行政文書に係る業務主管課が２以上にわたると き、 その他業務主管課が

判然と しないと きなどの場合には、 文書管理室が必要な調整を行っ た上、 総務部長が

業務主管課を決定するものと する。

５ 事案の移送

対象行政文書が条例第 条第１項に該当する場合（ 当該行政文書が他の実施機関に14
より 作成さ れたものである場合等） は、 次のと おり 処理するものと する。

協議手続

ア 移送の協議を行う べき場合

対象行政文書に記録さ れている情報が既に公にされ、 又は公にする予定が明ら

かであると 認めら れると きを除き、 次に掲げる場合には、 移送に関する協議を行

う ものと する。

ｱ 対象行政文書が他の実施機関により 作成されたものである場合( )   
ｲ 対象行政文書が他の実施機関と 共同で作成さ れたものである場合( )   
ｳ 対象行政文書に記録さ れている情報の重要な部分が、 他の実施機関の事務又( )  
は事業に係るものである場合（ ｱ 又は ｲ に該当する場合を除く 。 ）( ) ( )  
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ｴ その他対象行政文書について他の実施機関において開示決定等を行う こ と に( )  
つき正当な理由があると 認めら れる場合

イ 移送の協議の窓口

他の実施機関と の移送の協議の窓口は、 文書管理室と する。

他の実施機関に対する協議

移送先の実施機関と の協議が整い、 事案の移送を決定したと きは、 文書等保有所

属は、 移送先の実施機関に対して事案を移送する旨を通知すると と もに、 当該事案

に係る開示請求書を送付する。

開示請求者への移送した旨の通知

文書等保有所属は、 移送をし たと きは、 開示請求者に対して事案を移送した旨を

規則別記様式第 号の行政文書開示請求事案移送通知書により 通知する。10  
なお、 文書管理室に当該行政文書開示請求事案移送通知書の写しを送付する。

移送先の実施機関に対する協力

文書等保有所属は、 移送を行っ た場合は、 移送先の実施機関に対し、 開示の実施

に係る必要な協力を行う 。

移送の場合の開示決定等の期限

移送前にした行為は、 移送先の実施機関がしたものと みなさ れるので、 開示決定

等の期限は、窓口で請求を受けた日の翌日から起算して 日以内と なるこ と と なる。15  
事案の移送を受けた場合の措置

他の実施機関から事案の移送を受け、 開示決定等を行っ たと きは、 速やかに文書

管理室を介し、 移送をした実施機関に対して開示決定等の結果を連絡するものと す

る。

第５ 開示決定等

１ 開示可否等の検討

業務主管課又は文書等保有所属は、 対象行政文書を特定した後、 速やかに行政文書

に記録さ れた情報につき、 次の事項について検討を行う ものと する。

なお、 警察本部長に対する開示請求にあっ ては、 業務主管課は、 必要に応じて関係

する課等並びに警察署及び文書管理室と 口頭又は文書により 協議するものと する。

当該行政文書を保有しているか。

開示請求を受け付ける際に、 公安委員会又は警察本部長が請求する行政文書を作

成若し く は取得しておらず、 又は既に保存期間が経過して廃棄している等の理由に

より こ れを保有していないと 分かっ ている場合は、 窓口等において、 その旨を開示

請求者に教示する等適切に対処するこ と と するが、 開示請求者があえて開示請求を

行っ たと きは、 不開示決定を行う 。

また、 対象行政文書が特定できず、 その他開示請求書に形式上の不備がある場合

において、 開示請求者に補正を求めても補正がされず、 又は開示請求者の連絡先が

不明であるなど補正を求めるこ と が困難な事情があると きは、 当該開示請求の形式

上の不備を理由と して当該開示請求を却下するものと する。

条例第 条各号の不開示情報に該当するか（ ただし書該当性も含む。 ） 。 10  
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こ の場合、 不開示情報は各号のいずれかに該当するだけでなく 、 複数の号に該当

するこ と があるので留意する。

部分開示ができるか。

不開示情報が記録さ れている部分が、 その他の部分と 区分して、 容易に、 かつ、

開示請求の趣旨を損なわない程度に分離するこ と ができる場合には当該部分を除い

て開示する。

条例第 条に該当するか。 12  
対象行政文書に不開示情報が記録されている場合は、 当該情報は原則的には不開

示と するこ と と なるが、 不開示と するこ と の必要性が認めら れる場合であっ ても、

個々の事情によっ ては開示するこ と の利益が不開示と するこ と の利益に優越すると

認めら れるほどの公益性があると きは、 実施機関の判断により 開示するこ と ができ

るものである。

条例第 条の当該行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、 保護さ れるべ 13
き利益を損なう こ と と なるか。

当該行政文書が存在し、 又は存在しないと いう こ と 自体を答えるだけで、 事実上

不開示と すべき情報（ 条例第 条各号に該当するよう な情報） を示したのと 同様の10
結果と なると 判断さ れる場合には、 当該行政文書の存否を明ら かにしないで不開示

決定を行う こ と ができる。

なお、 こ のよう な性質の行政文書については、 それが不存在である場合も存否応

答拒否を行わなければなら ないこ と に留意する。

２ 第三者に対する意見照会

対象行政文書に条例第 条に規定する第三者（ 県、 国、 独立行政法人等、 他の地方15
公共団体、 地方独立行政法人、 広島県土地開発公社、 広島県道路公社、 広島県住宅供

給公社及び広島高速道路公社並びに開示請求者以外のもの） に関する情報が記録さ れ

ている場合において、 同条の規定により 当該第三者に意見書を提出する機会を与える

と きは、 次のよう に行う ものと する。

意見照会を行う 判断基準

当該行政文書が開示さ れるこ と により 、 当該第三者の権利利益が侵害され、 又は

当該第三者と の協力関係若し く は信頼関係に影響がないかど う かその他必要な事項

を考慮して判断する。

意見照会の方法

意見照会は、開示請求が行われたこ と 及び に掲げる事項についての意見を求め( 1)
るこ と を、 規則別記様式第 号の意見照会書に記載して行い、 原則と して別記様式11
第３号の開示決定等意見書により 回答を求めるものと する。 ただし 、 やむを得ない

理由により 口頭で意見を求めたと きは、 その処理経過を記録しておく こ と 。

なお、 条例第 条第２項の規定による意見照会は、 第三者に意見書を提出する機15
会が義務付けら れているものであり 、 規則別記様式第 号の意見照会書によら なけ11
ればなら ない。 こ の場合において、 その文書に条例第 条第２項第１号又は第２号15
の適用区分及び当該規定を適用する理由を記入しなければなら ない。

第三者から の回答の時期については、 開示決定等の期間を考慮し て、 おおむね意
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見照会の日から １ 週間以内に行う よう 求める。

第三者への通知

当該意見照会に対して反対意見を提出した第三者に係る情報について開示決定を

した場合は、 直ちに当該第三者に対し 、 規則別記様式第 号の行政文書開示通知書12
により 通知をするものと する。

３ 開示決定等の期限

開示決定等を行う べき期限

開示請求を受けたと きは、 原則と して、 開示請求があっ た日の翌日から起算して

日以内に開示決定等を行わなければなら ない（ 条例第８条第１ 項） 。15  
ア 「 開示請求があっ た日」 と は、 窓口で開示請求書を受け付けた日、 すなわち、

開示請求書が窓口に到達したこ と によっ て、了知可能な状態に置かれた日をいう 。

なお、 郵送及びフ ァ ク シミ リ による開示請求については、 それが休日に配達等

さ れた場合は、当該日後において最も近い休日ではない日（ 窓口が事務を行う 日）

をもっ て「 開示請求があっ た日」と するが、電子申請システムによる開示請求は、

県の電子計算機に備えら れたフ ァ イルに記録さ れた日が「 開示請求があっ た日」

と なる（ 広島県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（ 平成16
年広島県条例第 号） 第３条第３ 項） 。38  
イ 「 日間」 には、 開示請求書の補正を求めた場合にあっ ては、 当該補正を求め 15
た日の翌日から当該補正が完了した日までの日数を算入しない。

決定期間の延長

ア 条例第８条の規定により 開示決定等を行う ための期間の延長をするこ と ができ

る場合は、 次のと おり である。

ｱ 条例第８条第２項の規定により 決定期間を延長するこ と ができる場合( )   
事務処理上の困難その他正当な理由により 、 日以内に開示決定等をするこ15
と ができない場合をいう 。

こ の場合の決定期間は、 開示請求があっ た日の翌日から起算して 日を限度60
と して延長するこ と ができるが、 延長する期間は必要最小限にと どめ、 開示請

求があっ た日の翌日から起算して 日以内に開示請求者に対し 、 規則別記様式15
第７号の決定期間延長通知書により 通知する。

ｲ 条例第８条第３項の規定により 決定期間を延長するこ と ができる場合( )   
対象行政文書が著し く 大量であるため、 開示請求があっ た日の翌日から起算

して 日以内にその全てについて開示決定等をしよう と すれば、 それによっ て60
事務の遂行に著しい支障が生じるおそれがある場合をいう 。

こ の場合、 実施機関は、 開示請求があっ た日の翌日から起算して 日以内に15
開示請求者に対し 、 規則別記様式第８号の決定期間特例延長通知書により 通知

する。

ｳ 条例第８条第４項の規定により 決定期間を延長するこ と ができる場合( )   
災害等の発生その他やむを得ない理由により 、 対象行政文書について、 開示

請求があっ た日の翌日から起算して 日以内に開示決定等をし 、 又は 日以内15 60
にその全てについて開示決定等をしよう と すれば、 それにより 事務の遂行に著
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しい支障が生じるおそれがある場合をいう 。

こ の場合、 実施機関は、 速やかに開示請求者に対し 、 規則別記様式第９号の

決定期間特例延長通知書（ 災害等） により 通知する。

イ 決定期間の延長に係る決裁手続については、 前アの ｲ 又は ｳ による決定期間 ( ) ( )
の特例延長を除き、 文書管理室の審査を経た後、 業務主管課の属する警察本部各

部の長（ 以下「 主管部長」 と いう 。 ） の専決により 行う こ と ができる。

ウ 文書等保有所属は、 決定期間延長通知書を開示請求者に通知したと きは、 当該

通知書の写しを業務主管課及び文書管理室に送付するものと する。

警察本部長に対する開示請求に係る開示決定等の決裁手続

ア 開示決定等については、 主管部長専決と する。 ただし 、 条例第８条第３項若し

く は第４項により 開示決定等の期間を延長したもの又は業務主管課において警察

本部長決裁が相当と 認めたものについては、 警察本部長決裁と する。

イ 業務主管課は、 開示決定等の起案について総務部総務課及び開示請求に関連す

る課等と 合議を行う ものと するが、 警察本部長決裁を受けるものは主管部長の決

裁を経て総務部長及び関係部長に合議し 、 専決するものは主管課長の決裁を経て

総務課長及び関係課長に合議した後に主管部長の決裁を受けるものと する。

なお、 文書等保有所属は、 あら かじめ業務主管課に開示決定等の方針について

協議してから起案をし 、 所属長の決裁を経て方針報告を業務主管課に送付するも

のと する。

ウ 開示決定等についての起案文書には、 開示決定等に係る決定通知書（ 案） 、 開

示請求の対象と なっ た対象行政文書の写し及び開示請求書を添付するものと する。

第三者に対する意見照会をした案件については、 当該意見照会に係る書類も添

付する。

対象行政文書に不開示情報がある場合は、 どの部分が不開示情報であるかが分

かるよう に不開示部分をマーカー等で明示するものと する。

なお、 開示請求の対象と なっ ている行政文書が大量である場合には、 対象と な

っ ている行政文書の内容及び不開示情報の要領等を整理したものに代えるこ と が

できるものと する。 こ の場合においては、 不開示情報に漏れがないよう に留意す

る。

エ 業務主管課は、 警察本部長決裁又は主管部長の専決に付した後、 文書等保有所

属に対し、 開示決定等に係る決定通知書の発出に必要な事項を通知するものと す

る。

開示決定等の通知

ア 文書等保有所属は、 開示決定等をしたと き又は前 のエによる通知を受けたと

きは、 次の決定の区分に応じて、 速やかに開示決定等に係る決定通知書を作成し

た上、 開示請求者に送付すると と もに、 その写しを直ちに業務主管課及び文書管

理室に送付するものと する。

また、 同一の開示請求で複数の文書等保有所属がある場合など、 業務主管課が

開示決定等の通知書を発送するこ と が望ましい場合においては、 業務主管課が、

文書等保有所属に代わり 当該通知書を作成するこ と ができる。
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ｱ 全部開示の決定 規則別記様式第２号の行政文書開示決定通知書( )    
ｲ 部分開示の決定 規則別記様式第３号の行政文書部分開示決定通知書( )    
ｳ 不開示の決定（ ｴ 又は ｵ に該当する場合を除く 。 ） 規則別記様式第４号( )  ( ) ( )  
の行政文書不開示決定通知書、 規則別記様式第４号の２ の行政文書不開示決定

通知書（ 形式上の不備） 又は規則別記様式第４号の３ の条例適用外通知書

ｴ 不開示の決定（ 存否応答拒否） 規則別記様式第５号の行政文書存否応答拒( )   
否通知書

ｵ 不開示の決定（ 不存在） 規則別記様式第６号の行政文書不存在通知書( )    
イ 開示決定等の通知書の文書番号は、 決定書１通につき１ 文書番号と する。 し た

がっ て、 １ 通の開示請求書によっ てなさ れた開示請求に対して２ 以上の開示決定

等を行う 場合には、 それぞれ異なっ た文書番号と なるものである。

ウ 条例第８条第３項の規定を適用した場合の開示決定等の通知については、 １ 件

の開示請求に対して、 異なる時期に２回以上の開示決定等の通知を行う こ と と な

るが、こ の場合には、いずれの回の通知書（ 上記 ｱ ないし ｵ の様式によるもの）( ) ( )
にも、 その備考欄に条例第８ 条第３項を適用して請求する行政文書の一部につい

て開示決定等をしたものである旨を記載するよう 注意するものと する。

形式上の不備を理由と する不開示決定の通知

開示請求が次に掲げる場合に該当すると きは、 規則別記様式第４号の２ の行政文

書不開示決定通知書（ 形式上の不備） により 開示請求者へ通知する。

ア 条例第６条第１項各号の記載事項が記載さ れていないと き

イ その他開示請求書に形式上の不備があると 認めら れると き

開示請求に係る条例適用外の通知

開示請求が次に掲げる場合に該当すると きは、 規則別記様式第４号の３ の条例適

用外通知書により 開示請求者に通知する。

ア 条例第２条第２項に規定する行政文書に該当しないものを請求したと き

イ 条例第 条に該当するものを請求したと き 17  
ウ その他条例の適用がないと 認めら れるものを請求したと き

第６ 開示の実施

１ 日時及び場所

行政文書の開示は、 対象行政文書の写しを開示請求者に郵送し、 又は７ で定めると

こ ろによっ て行う 場合を除き、 行政文書開示決定通知書又は行政文書部分開示決定通

知書であら かじめ指定した日時及び場所（ 窓口） で、 実施する。 ただし 、 指定する日

時については、 窓口業務への影響等を考慮して、 原則と して、 ３ か月間と する。

なお、 開示請求者から事前に開示の日時又は場所について変更の希望の連絡があっ

た場合は、 文書等保有所属と 文書管理室が協議し、 正当な理由があると 認めた場合に

はこれに応じるものと する。 こ の場合は、 改めて開示請求者に開示決定に係る決定通

知書を送付するこ と を要しないものと する。

２ 行政文書の搬入等

文書管理室は、 業務主管課及び文書等保有所属と 連携して、 原則と して指定した日



-  15 -

の前日までに、 当該行政文書又はこれを複写したものを指定した場所（ 窓口） に搬入

等しておく ものと する。

３ 職員の立会

開示に際しては、 必要に応じて業務主管課又は情報保有所属の担当係の職員が立ち

会い、 開示請求者に開示請求に係る行政文書の内容について説明するものと する。

４ 文書、 図画又は写真の開示方法

閲覧の実施方法

ア 行政文書のう ち、 文書、 図画又は写真の閲覧については、 次７ で定めると こ ろ

によっ て行う 場合を除き、 原本により 行う ものと する。 ただし 、 次に掲げる場合

は、 原本を複写機で複写したものにより 行う ものと する。

ｱ 原本を閲覧に供するこ と により 、 原本の保存に支障が生じるおそれがある場( )  
合

ｲ 日常業務に使用している台帳等を閲覧に供するこ と により 、 業務に支障が生( )  
じ る場合

ｳ 行政文書の部分開示をする場合において、 必要と 認めると き( )   
イ フ ィ ルムの閲覧については、 マイ ク ロ フ ィ ルムは、 当該マイ ク ロ フ ィ ルムをリ

ーダープリ ンタ ー等で複写したものにより 行い、 スラ イ ド フ ィ ルム、 ８ ミ リ フ ィ

ルム等は、 映写機等の専用機器により 再生したものの閲覧又は視聴により 行う も

のと する。

ウ 行政文書の原本の閲覧に当たっ ては、 閲覧者が当該原本を毀損し 、 若し く は汚

損したと き又はそのおそれがあると 認めら れると きは、 規則第７ 条第２項の規定

により 行政文書の閲覧を停止させ、 又は禁止するものと する。

写しの交付方法

文書、 図画又は写真の写しの交付は、 原本又はそれを複写したものについて、 複

写機により 複写したものを交付するこ と により 行う ものと する。

また、 文書又は図画を撮影したマイ ク ロ フ ィ ルムについては、 リ ーダープリ ン タ

ー等で複写したものを複写機でＡ ３判までの用紙に複写したものを交付する。 写し

は、 黒色の単色片面刷り と し 、 原本の原寸により 行い、 拡大、 縮小及び編集は行わ

ないものと する。

用紙の大きさ は、 日本産業規格Ａ ３判、 Ａ ４ 判、 Ｂ４判及びＢ５ 判と するが、 図

面等でＡ ３ 判より 大きいサイズと なる場合には、 原寸大を複写したものの交付を行

う こ と ができる。

こ の場合においては、 当該図面等の大きさ に見合う ほどにＡ ３判等の用紙を合わ

せた大きさ に換算したものを当該図面等の写しの枚数と する。

また、複写はモノ ク ロ片面刷り（ 請求者から 求めがあっ た場合、カ ラ ー片面刷り ）

と し 、 原本の原寸により 行い、 拡大、 縮小及び編集を行わないものと する。

なお、 電磁的記録媒体に文書等の写しを複写したものの交付の請求があっ たと き

は、 現有の専用機器により 当該写しを電子化して電磁的記録媒体に容易に複写でき

るものについては、 こ れに複写したものを交付する。

コ ンピ ュ ータ ーウイ ルス感染等を防止する観点から 、 開示請求者が持参する記録
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媒体を使用するこ と は認めない。

５ 行政文書の部分開示

条例第 条第１項の規定による部分開示は、 開示請求の趣旨を勘案の上、 実施する11
ものと し 、 原則と して、 対象と なる行政文書をスキャ ナ機能で電子化した電子文書に

ついて不開示部分の黒塗り 処理を行い、 当該黒塗り 処理後の電子文書により 行う 。

なお、 電子文書の状態で部分開示を行う 場合は、 当該電子文書を黒塗り 前の状態に

完全に復元できないよう にするため、 黒塗り を行っ た電子文書を紙媒体で印刷した上

で再びスキャ ナ機能で電子化したものにより 行う ものと する。

６ 電磁的記録の開示方法

電磁的記録の開示は、 次７ で定めると こ ろによっ て行う 場合を除き、 次のと おり 行

う ものと する。

録音テープ又はビ デオテープに記録さ れた情報

録音テープ又はビ デオテープ（ 録音ディ スク 又はビデオディ スク を含む。以下「 録

音テープ等」 と いう 。 ） に記録さ れた情報については、 カ セッ ト テープレコ ーダー

等の再生機器を用いた聴取又は視聴により 行う ものと する。

不開示情報に該当する情報が含まれている場合は、 不開示情報に該当する部分を

容易に、 かつ、 開示請求の趣旨を損なわない程度に分離するこ と ができると きは、

不開示情報に該当する部分を除いて開示するものと する。

その他の記録媒体に記録さ れた情報

録音テープ及びビ デオテープ以外の記録媒体と して、 汎用コ ンピ ュ ータ 、 庁内Ｌ

Ａ Ｎ上の共用フ ァ イル、磁気ディ スク（ ハードディ スク 、フ ロ ッ ピーディ スク等） 、

光ディ スク （ ＣＤ－Ｒ、 ＤＶ Ｄ－Ｒ等） 、 光磁気ディ スク （ ＭＯ等） 等があるが、

その開示方法は次に掲げると おり と する。 ただし 、 開示の実施に当たっ て新たなプ

ログラ ムの作成や文書等の作成又は設備やソフ ト ウ ェ アの購入を要する場合や、 専

用機器の使用により 事務の遂行に著しい支障を及ぼすなどの理由により 、 当該方法

により 難いと きは、 適当と 認める方法により 行う ものと する。

ア 閲覧の方法

電磁的記録については、 原則と して、 紙に出力したものを閲覧に供するこ と に

より 行う ものと する。

イ 専用機器により 再生さ れたものの閲覧、 視聴

パーソナルコ ンピ ュ ータ 等のディ スプレイ装置などの専用機器により 容易に再

生できるものについては、 当該ディ スプレイ装置に出力したものの視聴により 行

う 。 対象行政文書に不開示情報が含まれている場合であっ て、 当該不開示情報を

含む部分を 「 ＊」 （ アスタ リ スク ） 表示などに置き換えるなどの方法により 、 容

易に、 かつ、 合理的に分離できると きには、 当該行政文書を複写したものについ

て不開示情報を含む部分の置き換え操作を行っ たものにより 部分開示を行う 。

ウ 写しの交付方法

電磁的記録に係る写しの交付の請求があっ たと きは、 次のエに掲げるものを除

き、 原則と して紙に出力したものを交付する。

エ 光ディ スク （ ＣＤ－Ｒ ） に複写したものの交付
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電磁的記録のう ち現有の専用機器により 光ディ スク （ ＣＤ－Ｒ） の媒体に容易

に複写できるものについては、 こ れを複写したものを交付する。

コ ンピ ュ ータ ウイルス感染等を防止する観点から 、 電磁的記録を記録媒体に複

写して交付する場合において、 開示請求者が持参する記録媒体を使用するこ と は

認めない。

不開示情報を含む場合は、 当該記録を複写したものの不開示部分について、 イ

の方法により 置き換え操作を行い、 更にそれを複写したものを交付するものと す

る（ 行政文書を記録媒体に複写したものについて、 イの置き換え作業を行う と 、

その際生成されたバッ ク ア ッ プフ ァ イ ル等を削除して交付した場合においても、

フ ァ イ ル復元ソフ ト等により バッ ク ア ッ プフ ァ イル等が復元され、 不開示情報が

復元さ れるおそれがある。 そのため、 必ず、 ハードディ スク 上で置き換え等の作

業を行っ たものを記録媒体に複写して交付するこ と 。 ） 。

複写した電磁的記録の書式は原則と して当該電磁的記録の原本の書式と 同じも

のと する。

なお、 一の請求により 複数の電磁的記録を請求された場合は、 当該複数の電磁

的記録を一の記録媒体に合わせて複写し 、 交付するこ と を妨げない。

オ その他のものの交付

その他の記録媒体については、 情報化の進展状況、 庁内における媒体の普及状

況等を考慮して、 警察本部長が定める方法により 行う ものと する。

７ 電子申請システムによるオンラ イ ン開示

電子申請システムによるオンラ イ ン開示は、 交付用と して作成した電子文書を電子

申請システム上にアッ プロ ード し 、 それを開示請求者が自己の電子情報処理組織等に

ダウンロ ードする方法によるものと する。

電子申請システムにより 開示文書を交付する場合には、 文書管理室は、 業務主管課

及び文書等保有所属と 連携し 、 原則と して開示を開始する日までに、 交付用の電子文

書を準備する。

なお、 紙を用いて保存されている行政文書（ 文書、 図画又は写真） をＰ ＤＦ に変換

したものは、 オンラ イ ン開示対象の電磁的記録に含めるこ と と する。

８ 手数料の徴収

開示請求に係る手数料（ 以下「 手数料」 と いう 。 ） 、 郵送料等は、 次のと おり 徴収

するものと する。

徴収額

手数料の額は、 条例別表により 、 次のと おり 定めら れている。

ア 白黒で複写さ れ、 又は出力さ れた用紙（ Ａ ３ 判まで） の交付

１枚につき 円     10  
イ カ ラ ーで複写さ れ、 又は出力された用紙（ Ａ ３ 判まで） の交付

１枚につき 円     20  
Ⅴウ 光ディ スク （ ＣＤ－Ｒ、 －Ｒ等）

１ 枚につき 円100  
徴収方法
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ア 現金で徴収する場合

広島県会計規則（ 昭和 年広島県規則第 号） の定めると こ ろにより 、 当該写39 29
し を交付する窓口において現金で徴収し 、 領収証書を交付する。

イ 納入通知書により 徴収する場合

開示決定通知書又は部分開示決定通知書に納入通知書を添えて開示請求者に送

付し、 手数料を金融機関に納付さ せた後、 納入通知書の領収証書を文書等保有所

属に返送さ せ、 当該文書等保有所属において手数料が納入さ れたこ と を確認した

上で、当該領収証書を行政文書の写しに添えて開示請求者に送付するものと する。

収入科目

手数料と し て徴収する収入科目は、 次のと おり と する。

（ 款） 使用料及び手数料（ 項） 手数料（ 目） 警察手数料（ 節） 警察総務手数料

郵送料の負担

郵送により 行政文書の写しの交付をする場合は、 開示請求者に郵送に要する費用

の額に相当する郵便切手を納入通知書の領収証書に添えて主管課等に送付さ せるも

のと する。

費用の徴収に係る経過措置

令和５年３ 月３ １ 日以前にさ れた開示請求に係る費用の徴収については、 次のと

おり と する。

ア 徴収額

行政文書の写しの作成に要する費用（ 以下「 複写料」 と いう 。 ） の額は、 と

同額と する。

イ 徴収方法

複写料の徴収方法は、 と 同様と する。

ウ 収入科目

複写料と し て徴収する収入の歳入科目は、 次のと おり と する。

（ 款） 諸収入（ 項） 雑入（ 目） 雑入（ 節） 雑収

エ 郵送料の負担

郵送料の負担は、 と 同様と する。

審査請求に係る裁決等により 、 改めて開示決定をする場合においても、 当該開示

決定が令和５年３月 日以前にした開示請求に係るものである場合には、 従前と 同31
様の対応と なるこ と に留意するこ と 。

第７ 審査請求の取扱い

公安委員会又は警察本部長が行っ た開示決定等の処分（ 開示決定等をしていない不作

為を含む。 以下同じ 。 ） についての行政不服審査法（ 平成 年法律第 号。 以下「 行審26 68
法」 と いう 。 ） の規定に基づく 審査請求の取扱いは、 別に定めるもののほか、 次のと お

り と する。

１ 審査請求の受付

原処分に係る審査請求は、 窓口において受け付けるものと する。

窓口は、 審査請求書の写しを当該窓口で保管するよう にした上で、 直ちにこ れを
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文書管理室に引き継ぐ （ 警察署の窓口にあっ ては、 特使、 逓送（ 重要物品送達） 又

は郵送（ 簡易書留） によっ て文書管理室に送付する。 ） ものと する。

２ 審査請求書に関する事務手続等

弁明書の作成

広島県公安委員会に対する審査請求に関する規則（ 平成 年広島県公安委員会規28
則第６号） 第 条の規定により 広島県公安委員会から弁明書の提出要求を受けた場10
合は、 次の所属が弁明書を作成して提出を行う ものと する。

ア 公安委員会が行っ た原処分に対する審査請求

総務部総務課公安委員会補佐室

イ 警察本部長が行っ た原処分に対する審査請求

当該原処分を行っ た業務主管課

諮問に関する事務

法第 条第３項の規定により 広島県情報公開・ 個人情報保護審査会（ 以下「 審査105
会」 と いう 。 ） へ諮問が行われ、 審査会から 意見若し く は説明を求めら れ、 又は必

要な書類の提出を求めら れた場合は、 前 の所属がこ れに対応するものと する。

なお、 文書管理室は、 当該事務における審査会事務局と の調整に当たるものと す

る。

第８ 運用状況の報告

警察本部長（ 総務課長） は、 毎会計年度終了後、 警察情報公開センタ ー及び警察署窓

口における開示請求の受付処理の状況並びに審査請求件数及び審査請求の処理状況を取

り まと め、 広島県総務局総務課長へ通知するものと する。

第９ その他

条例に基づく 開示請求書その他関係文書の保存は、 年度保存と し 、 保存期間は３年と

する。



別記様式第１号（ 第４関係）

ミ リ メートル35
広島県警察情報公開センター

ミ リ メートル15・ ・

整理番号

注 整理番号は、各窓口における年度ごと の一連番号を記入する。



　注　整理番号は、各窓口における年度ごとの一連番号を記入する。
※　 　請求概要は、簡潔に記載するもの とする。

決定期間
延長等

／
発送日（　　　／　　　）

／

　 ／ 　(     )

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

年

／

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日） 実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

／
発送日（　　　／　　　）

閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）　 ／ 　(     )

年

／
／

別記様式第２号（ 第４関係）

無□
有□

※ 決定期間満了日

（窓口：　　　　　　　　　　警察署）
　 　 　 　 　行政文書開示請求受付処理簿

整理
番号

※請求者の氏名（名称） 請 求 概 要 ）   ( 決定期間
満了日

意見照会 開示等の決定
開示の実施

開示方法 実施日等

受理年月日
請求書日付( )

（ 　 　 　 　 　 　年度）

年

／
・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

決定日付（行政処分日）

／

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

備考

／

／
／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

　 ／ 　(     ) ／
発送日（　　　／　　　）

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日） 閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

年

／

／
／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

　 ／ 　(     ) ／
発送日（　　　／　　　）

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日） 閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

年

／
／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

　 ／ 　(     ) ／
発送日（　　　／　　　）

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日）

年

／

／
／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

　 ／ 　(     ) ／
発送日（　　　／　　　）

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日） 閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／

年

／

／
／

※ 決定期間満了日 ・開示　・部分開示　・拒否
・不開示　・不存在

　 ／ 　(     ) ／
発送日（　　　／　　　）

無□
有□

無□
有□

※ 照会日
      /
回答日

      /

決定日付（行政処分日） 閲覧□
写しの交付□
郵送□

※ 交付・郵送枚数等
　（　　　　　　　　　枚）
　（　　　　　　　　　円）

実施日

　　　　　　　　／
費用徴収（確認）日

　　　　　　　　／
郵送日

　　　　　　　　／



別記様式第３号（ 第５の２の 関係）

開示決定等意見書

年 月 日

様

〒

住所又は 所在地

氏 名 又 は 名 称

（ 法人その他の団体は代表者の氏名）

連 絡 先 電話（ ） －

年 月 日付け 第 号で照会のあった件について，次のとお

り回答します。

開示請求に係る行政文書

の件名

開示に 関す る 意見

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とする。


